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田原市中小企業者総合支援事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、田原市補助金交付要綱（昭和５１年４月１日施行）に定

めるもののほか、田原市中小企業者総合支援事業補助金（以下「補助金」と

いう。）の交付に関し必要な事項を定めることにより、創業の促進、空き店

舗の解消、産業の裾野拡大、事業承継等中小企業者の事業を総合的に支援し、

もって市内の商業の振興及び商店街等の活性化を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(1) 創業 産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第２条第３０項第

１号若しくは第２号に規定する創業又は当該創業をした日から５年を経過

していないものをいう。 

(2) 第二創業 産業競争力強化法第２条第３０項第３号に規定する創業又は

既に事業を営んでいる個人若しくは法人の後継者が先代から事業を引き継

いだ場合に業態を転換し、新たな事業若しくは分野に進出することをいう。 

 (3) 空き店舗 個人又は法人が商業等を目的として市内に建築したもので、

過去に営業していた実績があり、現在営業が行われていない店舗物件又は

廃業することが決定している店舗物件をいう。 

(4) 農林漁業者 市内に住所を有する農業者、林業者及び漁業者又はこれら

の者の組織する団体をいう。 

 (5) 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１

項に規定する中小企業者をいう。 
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(6) ６次産業化 農林漁業者が生産等をした農林水産物を活用し、商品開発、

加工又は販売を実施する取組をいう。 

(7) 事業承継 中小企業者が事業又は法人を引き継ぐための取組（第二創業

に該当するものを除く。）をいう。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、

別表第１のとおりとする。この場合において、同一の次条に規定する補助対

象者に対し複数の補助対象事業について補助金を交付することを妨げない。 

 （補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）

は、補助対象事業の区分に応じ、別表第２に掲げる者であって、次の各号の

いずれにも該当するものとする。 

(1) 市税を滞納していないこと。 

(2) 宗教活動や政治活動を目的としていないこと。 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）に規定する暴力団及び暴力団員並びにこれらに関連する団体及びその

構成員でないこと。 

(4) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第

１２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を行う者でないこ

と。 

(5) 次条に規定する補助対象経費について、補助金その他の市が実施する支

援を受けていないこと又は受ける予定がないこと。 

(6) その他市長が不適当と認める者でないこと。 

 （補助対象経費） 
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第５条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助

対象事業を実施するために必要な経費であって、別表第３に掲げるもののう

ち、市長が必要かつ適正と認めたものとする。 

 （補助率等） 

第６条 補助率及び補助限度額は、別表第３に掲げるとおりとする。 

２ 補助金の額は、別表第３に掲げる補助対象事業ごとに、同表補助対象経費

の欄に掲げる項目を合算して得た額に補助率を乗じて得た額の合計額とする。

ただし、算出された補助金の額が同表に掲げる補助下限額に満たないときは、

補助金を交付しない。 

３ 前項の規定により算出した補助金の額に千円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てるものとする。 

 （実施期間） 

第７条 補助対象事業を実施する期間は、第９条の規定による交付の決定を受

けた日から当該年度末までとする。 

 （交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、あ

らかじめ田原市中小企業者総合支援事業補助金交付申請書（様式第１号。以

下「交付申請書」という。）及び田原市中小企業者総合支援事業補助金事業

計画書（様式第２号）に別表第４に掲げる書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。 

 （交付決定） 

第９条 市長は、交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、補助金の

交付の可否を決定するものとする。 

２ 前項の規定により補助金の交付の可否を決定するときは、補助対象者から

公簿等の閲覧に係る同意を得て、市税の納付状況等を確認するものとする。 
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３ 市長は、第１項の規定により補助金の交付の可否を決定したときは、田原

市中小企業者総合支援事業補助金交付（不交付）決定通知書（様式第３号）

により、申請者に通知するものとする。 

 （事業内容の変更等） 

第１０条 前条第１項の規定により補助金が交付の決定を受けた者（以下「補

助事業者」という。）は、当該決定に係る事業（以下「補助事業」という。）

の内容の変更又は補助事業の中止若しくは廃止（以下「変更等」という。）

をしようとするときは、速やかに田原市中小企業者総合支援事業補助金交付

変更等申請書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。ただし、市

長が認める軽微な事業内容の変更の場合は、この限りでない。 

２ 補助事業者は、補助事業が予定期間内に完了しないとき又は事業の遂行が

困難となったときは、遅滞なくその旨を市長に報告し、指示を受けるものと

する。 

３ 市長は、第１項の変更等申請書を受理した場合は、その内容を審査し、適

当と認めるときは、補助金の交付の変更等を決定するものとする。 

４ 市長は、前項の規定により補助金の交付の変更等を決定したときは、田原

市中小企業者総合支援事業補助金交付変更等決定通知書（様式第５号）によ

り、当該補助事業者に通知するものとする。 

５ 市長は、第３項の規定により補助金の廃止を決定した場合において、必要

と認めるときは、補助事業者が既に支出した補助対象経費に対し、補助金を

交付することができる。 

 （実績報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、田原市中小企業者総合

支援事業補助金実績報告書（様式第６号。以下「実績報告書」という。）に、

次に掲げる書類を添付し、完了の日から起算して２０日を超えない日又は補
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助金の交付決定を受けた年度の３月３１日のいずれか早い日までに市長に提

出しなければならない。 

(1) 事業実績書（様式第６号の２） 

(2) 成果品、写真等 

(3) 支援事業に要した経費を証する領収書の写し 

(4) 温泉利用許可書の写し（温泉設備整備支援事業の温泉利用許可が必要な

施設の場合） 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１２条 市長は、実績報告書を受理した場合は、速やかにその内容の審査等

を行い、適当と認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、田原市中小

企業者総合支援事業補助金確定通知書（様式第７号）により、補助事業者に

通知するものとする。 

２ 補助金の確定額は、補助対象経費の実支出額に補助率を乗じて得た額の合

計額又は補助金の交付決定額若しくは変更交付決定額のいずれか低い額とす

る。 

（補助金の請求及び交付） 

第１３条 補助事業者は、前条第１項に規定する通知書を受けた日から起算し

て１５日以内に田原市中小企業者総合支援事業補助金請求書（様式第８号）

により、市長に対し補助金を請求するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による請求を受けたときは、その内容を審査した上で

速やかに補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 
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第１４条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、補助金交付の決定を取り消し、既に補助金が交付されているときは、補

助金の全部又は一部を返還させることができる。 

(1) 虚偽又は不正の申請により交付を受けたとき。 

(2) 第１０条第１項に規定する変更等申請書を提出せずに補助事業の内容の

変更等をしたとき。 

(3) その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消すときは、田原市

中小企業者総合支援事業補助金交付決定取消通知書（様式第９号）により、

補助事業者に通知するものとする。 

 （財産処分の制限） 

第１５条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以

下「補助財産」という。）を善良な管理者の注意をもって管理するとともに、

補助金の交付目的に反して、補助財産を使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

又は担保に供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助事業者は、補助財産を用途変更し、譲渡し、

交換し、貸し付け、又は担保に供する場合には、田原市中小企業者総合支援

事業補助金取得財産処分承認申請書（様式第１０号）を市長に提出しなけれ

ばならない。ただし、補助財産が、補助金の交付目的及び当該財産の耐用年

数を勘案して、市長が必要ないと認めた場合はこの限りでない。 

３ 市長は、前項に規定する承認申請書を受理した場合は、その内容を審査し、

適当と認めたときは、補助財産の処分を承認し、田原市中小企業者総合支援

事業補助金取得財産処分承認通知書（様式第１１号）により補助事業者に通

知するものとする。 
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４ 補助事業者が市長の承認を得て財産を処分したことにより収入を得た場

合には、市長は、その交付した補助金の全部又は一部に相当する額を納付さ

せることができる。 

（立入検査等） 

第１６条 市長は、補助事業の適正を期すために必要があるときは、事務所、

事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査し、又は関係者に質問す

ることができる。 

（関係書類の整備） 

第１７条 補助事業者は、補助事業にかかる収支を記載した帳簿及びその証拠

となる書類を整備し、これらの書類を補助事業完了の翌年度から５年間保存

しなければならない。ただし、市長が必要ないと認めた場合は、この限りで

ない。 

 （補助事業完了後の調査） 

第１８条 市長は、補助事業完了後においても、事業成果に関する調査を実施

することができる。この場合において、調査の申出を受けた補助事業者は、

これに応じなければならない。 

（補則） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、補助

金の請求、交付、取消しその他実績報告書提出後の手続に係る規定について

は、この要綱の失効後も、なお効力を有する。 
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   附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規

定は同年３月３１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規

定は令和７年３月３１日から施行する。 
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別表第１（第３条関係） 

補助対象事業 内      容 

創業支援事業 市内において、個人又は法人が創業又は第二創業をし、地域

経済の活性化につながる事業 

出店促進支援

事業 

市内の空き店舗を賃借し、又は購入して行う、個人又は法人

の新規出店事業であって、次の各号のいずれにも該当しない

ものとする。 

(1) 空き店舗を事務所又は倉庫として使用するもの 

(2) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

に定めるもの 

(3) 市内で営業している店舗から空き店舗へ移転するも

の 

６次産業化等

促進支援事業 

市内で生産等された農畜水産資源を活用した新商品開発事

業又は販路開拓事業であって、次の各号のいずれにも該当し

ないものとする。 

(1) 従来製品の素材及びデザインの変更だけのもの 

(2) 実現の可能性のないもの 

(3) 開発されてから２年以上経過したもの 

事業承継支援

事業 

市内において、中小企業者が円滑な事業承継を図るため、専

門家の派遣、相談会の開催等により休業及び廃業を抑制する

ための事業 

温泉設備整備

支援事業 

市内において、中小企業者が本市で湧出した温泉の活用を推

進するため、温泉入浴設備、浴室（脱衣所を含む。以下同じ。）

を新規に設置し、又は改修する事業 



１０ 

通信環境整備

支援事業 

市内において、企業等における多様な働き方に対する取組の

広がりに対応するとともに、旅館・ホテル等の利用者の受入

を強化するため、インターネット接続環境を整備する事業 

移動販売導入

支援事業 

中小企業者が創業又は販路を拡大するため、移動販売車又は

キッチンカーを導入する際の車両の改修並びに設備を設置

する事業 

専門人材受入

支援事業 

中小企業者が経営課題解決、事業の拡大のため、愛知県プロ

フェッショナル人材戦略拠点に相談し、愛知県プロフェッシ

ョナル人材戦略拠点に登録された副業・兼業人材紹介会社を

介し、副業・兼業人材を受け入れる事業（専ら他市に存する

事業所の経営課題解決、事業拡大のための事業は除く。） 
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別表第２（第４条関係） 

補助対象事業 補助対象者の要件 

創業支援事業 製造業、情報通信業、卸売業、小売業、宿泊業、飲食サー

ビス業、生活関連サービス業又は娯楽業（ただし、風俗営

業、チェーン店等は除く。）を創業又は第二創業する個人又

は法人であって、次のいずれかに該当する者 

(1) 田原創業支援ネットワークにおいて、１月以上にわ

たり４回以上、創業支援事業者からアドバイス等を受

け、田原市の特定創業支援の認定を受けた者 

(2) 中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）

第１４条第１項に規定する経営革新計画の承認を受け

た者 

出店促進支援事

業 

小売業、飲食業、サービス業その他一般の消費者を顧客と

する事業又は集客効果を見込む新規出店事業を計画する者

で次の各号のいずれにも該当する者 

(1) 出店しようとする空き店舗において１年（１２月）

以上継続して営業することが見込まれ、週３日以上営

業を行う者 

(2) 空き店舗の所有者と同一世帯又は生計を一にしない

者 

６次産業化等促

進支援事業 

農林漁業者及び本市に活動の拠点又は本社若しくは事業所

を有する中小企業者 

事業承継支援事

業 

市内に活動の本拠として事業所を有し、５年以上事業実績

のある中小企業者で、事業承継を検討している者かつ既存
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事業の継続発展及び事業の多角化により従業員の雇用の維

持を図る者 

温泉設備整備支

援事業 

本市に活動の拠点又は本社若しくは事業所を有する中小企

業者 

通信環境整備支

援事業 

本市に活動の拠点又は本社若しくは事業所を有する中小企

業者で、旅館・ホテル営業を営む者 

移動販売導入支

援事業 

法人である場合は、本市内に本店を有する者で本市内に店

舗、工場、事務所、営業所等を有する者、個人である場合

には、本市の住民基本台帳に記録されている者で、本市内

に店舗、工場、事務所、営業所等を有する者 

専門人材受入支

援事業 

法人である場合は、本市内に本店を有する者で本市内に店

舗、工場、事務所、営業所等を有する者、個人である場合

には、本市の住民基本台帳に記録されている者で、本市内

に店舗、工場、事務所、営業所等を有する者 
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別表第３（第５条、第６条関係） 

補助対象事業 補助対象経費 補助率 
補助限度額 

（補助下限額） 

創業支援事業 備品購入費 

（リース品及び汎用性が高く、使用目的が本補

助事業の遂行に必要なものと特定できないも

のを除く。） 

１／２ 

５０万円 

（１品当たりの

購入単価が１０

万円以上） 

出店促進支援

事業 

空き店舗のうち営業部分に係る改装等経費 

①内装工事費 

（内壁、天井、床、内部建具、造作等の工事） 

②外装工事費 

（外壁、屋根、格子、外部建具等の工事） 

③設備工事費 

（店舗等の利便性を高めるための給排水設備、

衛生設備又は電気設備等の設置及び整備工事） 

１／２ ５０万円 

６

次

産

業

化

等

促

進

支

援

事

業 

新商品開

発（販路開

拓含む） 

①原材料費 

（自分で生産していない原材料で試作に必要

なもの） 

②消耗品費 

③機械装置等借上費 

④専門家謝金・旅費 

⑤開発費 

（パッケージデザイン料、加工委託費、実験費

等） 

⑥知的財産権取得に要する経費 

⑦マーケットリサーチ経費 

（アンケート調査、展示会出展費等） 

⑧その他事業に必要であると市長が認める経

費 

１／２ 
５０万円 

（１０万円） 

販路開拓 ⑨ホームページ作成費 

（販路開拓としてホームページから消費者が

商品を購入できるようにすること。） 

⑩展示会出展費等（出展料、展示用什器費等） 

※試作品を有料で販売する出展は対象としな

１／２ 
２０万円 

（５万円） 



１４ 

※１ 補助対象経費に係る消費税及び地方消費税は、補助金の対象としない。 

※２ 事業に直接必要な経費として明確に区分できるもので、交付の決定以降に、発注、

購入、契約等を行い、当該年度内に事業が完了し、かつ領収書などの証拠書類によ

って補助事業に使った金額が確認できる経費を対象とする。 

い。 

⑪その他事業に必要であると市長が認める経

費 

事業承継支援

事業 

事業承継に要する経費 

（初期診断料、課題分析費用、事業承継計画の

作成費用、譲渡価格の算定費用、企業概要書の

作成費用、M&A 計画の策定費用、マッチングの

登録手数料等） 

１／２ 
５０万円 

（１０万円） 

温泉設備整備

支援事業 

整備費 

（温泉を利用するために必要な温泉入浴設備

及び浴室の整備費。ただし、備品に関しては１

品当たりの購入単価が３万円以上のものに限

る。） 

１／２ １００万円 

通信環境整備

支援事業 

整備費 

（旅館・ホテル等の利用者の受入を強化するた

めに必要なインターネット接続環境の整備費。

ただし、備品に関しては１品当たりの購入単価

が３万円以上のものに限る。） 

１／２ ５０万円 

移動販売導入

支援事業 

①車両改修費 

（設備設置用改修費、ガス・水道・電気工事代、

販売用カウンター・屋根設置費、車両塗装費、

車両ラッピング費用等） 

②設備費 

（コンロ、シンク、冷蔵庫、給水用タンク等） 

１／２ ５０万円 

専門人材受入

支援事業 

①仲介サービス利用料、 

②専門人材が本市に来訪するための旅費（１回

分） 

③専門人材への謝礼・委託料等 

１／２ ２５万円 



１５ 

※３ 借入に伴う支払利息、公租公課、不動産購入費、飲食及び接待費、税務申告及び

決算書の作成のため税理士等に支払う費用、補助目的以外の通常の顧問料、成功報

酬、振込手数料その他公的資金の使途として社会通念上不適切と認められる費用は

対象外とする。 

※４ 旅費についての交通手段は、原則、公共交通機関を利用することとし、旅費の積

算については、田原市職員の旅費に関する条例を準用する。 

また、グリーン車、ビジネスクラス等の特別に付加された料金及びタクシー代は

対象外とする。 

なお、実績報告書には、旅行の日時、目的、行き先、旅行者、料金、内容を記載

した報告書を添付すること。 

※５ 創業に伴い移動販売車又はキッチンカーを導入する場合は、創業支援事業と移動

販売導入支援事業を併用することができる。 

   ただし、同一の備品又は設備等に対して併用して補助対象経費を計上することは

できない。 



１６ 

別表第４（第８条関係） 

補助対象事業 必要書類 

共通 

(1)法人登記事項証明書（個人の場合は住民票） 

(2)経費見積書の写し 

(3)その他市長が必要と認める書類 

創業支援事業 

(4)特定創業支援による証明書又は経営革新計画の承認の写し 

(5)個人事業の開業・廃業等届出書の写し（すでに創業してい

る個人事業者の場合） 

出店促進支援事

業 

(6)建築設計図面の写し 

(7)空き店舗の賃貸借契約書又は売買契約書 

(8)個人事業の開業・廃業等届出書の写し（現在営業が行われ

ており、廃業することが決定している店舗物件の場合） 

温泉設備整備支

援事業 

(9)施設設備、浴室の整備内容の分かるもの（設置する設備の

カタログの写し、設置場所の図面又は写真等） 

通信環境整備支

援事業 

(10)通信環境の整備内容の分かるもの（通信経路の経路図、設

置する設備のカタログの写し、設置場所の図面又は写真等） 

移動販売導入支

援事業 

(11)車両改修・設置する設備内容の分かるもの（改修内容の分

かる図面、設置する設備のカタログの写し等） 

専門人材受入支

援事業 

(12)愛知県プロフェッショナル人材戦略拠点に提出した企業

情報シート 

 

 

 



１７ 

様式第１号（第８条関係） 

 

田原市中小企業者総合支援事業補助金交付申請書 

 

年  月  日 

田原市長      殿 

 

申請者 住所又は所在地            

氏名又は名称 

（代表者名）            

 

田原市中小企業者総合支援事業補助金の交付を受けたいので、田原市中小企業者総合

支援事業補助金交付要綱第８条第１項の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請

します。なお、公簿等の閲覧による市税の納付状況等の確認に同意します。 

 

交 付 申 請 額 円                  

事業完了予定年月日   年  月  日 

 

添付書類 

(1)田原市中小企業者総合支援事業補助金事業計画書（様式第２号） 

(2)法人登記事項証明書（個人の場合は住民票） 

(3)経費見積書の写し 

(4)その他市長が必要と認める書類 

創業支援事業の場合 

(5)特定創業支援による証明書又は経営革新計画の承認の写し 

(6)個人事業の開業・廃業等届出書の写し（既に創業している個人事業者の場合） 

出店促進支援事業の場合 

(7)建築設計図面の写し 

(8)空き店舗の賃貸借契約書又は売買契約書 

(9)個人事業の開業・廃業等届出書の写し（現在営業が行われており、廃業することが

決定している店舗物件の場合） 

 

 



１８ 

温泉設備整備支援事業の場合 

(10)施設設備、浴室の整備内容の分かるもの（設置する設備のカタログの写し、設置

場所の図面又は写真等） 

通信環境整備支援事業の場合 

(11)通信環境の整備内容の分かるもの（通信経路の経路図、設置する設備のカタログ

の写し、設置場所の図面又は写真等） 

移動販売導入支援事業の場合 

(12)車両改修・設置する設備内容の分かるもの（改修内容の分かる図面、設置する設

備のカタログの写し等） 

専門人材受入支援事業の場合 

(13)愛知県プロフェッショナル人材戦略拠点に提出した企業情報シート 

 



１９ 

様式第２号（第８条関係） 

 

田原市中小企業者総合支援事業補助金事業計画書 

 

１ 申請者及び事業の概要 

氏名又は 
法人名 

 

代表者職氏名 
(法人の場合） 

 

住 所 

（〒   －    ） 電 話 番 号  

ＦＡＸ番号  

メールアドレス  

連絡者氏名  

資 本 金 
（出資金）  従業員数  

主たる業種  設 立 日  

(1) 事業名（店舗名称） 

 

(2)業種・業態 

 

(3) 新事業所等の所在地 

 

(4) 事業の内容（全体概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２０ 

(5-1)創業支援事業の内容 

(5-2)出店促進支援事業の内容 

(5-3)６次産業化等促進支援事業の内容 

(5-4)事業承継支援事業の内容 

(5-5)温泉設備整備支援事業の内容 

(5-6)通信環境整備支援事業の内容 

(5-7)移動販売導入支援事業の内容 

(5-8)専門人材受入支援事業の内容 

 

(6) 事業実施体制 

＜事業実施体制＞ 

 

 

＜資金調達、経理面への対応＞ 

 

 

＜共同実施者、協力者＞ 

 

 



２１ 

(7) セールスポイント 

 

(8) マーケティング戦略 

 

２ 経費明細表 

 (1) 経費配分内訳                             (単位：円) 

経費区分 内  容 
補助事業に 
要する経費 
（税込） 

補助対象経費 

（税抜） 
経費内訳 

創業支援

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

小計     

出店促進

支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

小計     

６次産業

化等促進 

支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小計     

事業承継

支援事業 

    

小計     

温泉設備

整備支援

事業 

 

 

 

   

小計     

通信環境

整備支援

事業 

    

小計     

移動販売

導入支援

事業 

    

小計     

専門人材

受入支援

事業 

    

小計     



２２ 

(2) 補助金申請額の根拠                            

(単位：円) 

補助金の種類 
補助事業に 
要する経費 
（税込） 

補助対象経費
(税抜き) 

補助率 交付申請額 

創業支援事業   １／２  

出店促進支援事業   １／２  

６次産業化等促進
支援事業   １／２  

事業承継支援事業   １／２  

温泉設備整備支援
事業   １／２  

通信環境整備支援
事業   １／２  

移動販売導入支援 
事業   １／２  

専門人材受入支援 
事業   １／２  

合計     

※交付申請額は千円未満を切り捨てて記入してください。 

 

(3) 資金調達内訳 

(単位：円) 

区     分 補助事業に要する経費 資金の調達先 

自 己 資 金   

借  入  金   

そ  の  他   

田 原 市 補 助 金   

合     計   

（注）経費配分内訳の補助事業に要する経費の合計額が、本年度の資金調達内訳の合計額と一致すること。 

 

 

 

 

 



２３ 

 (4) 収支計画書 

 

月平均額 

期間合計額 

（  年  月～ 

年  月） 

売上高、売上原価（仕入高）、

経費を計算した根拠 

売上高① 

万円 万円 

 

売上原価② 

（仕入高） 万円 万円 

経
費
③ 

 

万円 万円 

 

万円 万円 

その他経費 

万円 万円 

利益①－②－③ 

万円 万円 

 

 ※１年間の計画を記入してください。 



２４ 

(5) 事業スケジュール 

具 体 的 な 実 施 項 目 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

記 

入 

例 

 

 

 

   

 

        

 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

 

 

 

 

 

 

 

           

※事業への取り組み内容(既に実施した作業がある場合はそれも含む)を記載してください。 

＜子育て交流カフェ＞ 

メニュー開発 

人材募集 

広報活動 

内装等開店準備 
カフェ営業開始 

広報活動 



２５ 

様式第３号（第９条関係） 

  

田原市中小企業者総合支援事業補助金交付（不交付）決定通知書 

 

第   号 

年  月  日 

様 

田原市長           

 

年  月  日付けで申請のあった田原市中小企業者総合支援事業補

助金の交付については、次のとおり通知します。 

 

１ 交付する 

事 業 名 

（ 店 舗 名 ）  
 

交付決定額                    円 

 

２ 交付しない 

理   由 
 

 

３ 交付の条件 

(1) 補助事業の内容は、補助金交付申請書に記載されているものとする。 

(2) 補助事業の計画を変更又は中止するときは、市長の承認を受けるこ

と。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は遂行が困難な場合は、

市長に対してその理由を速やかに報告し、指示を受けること。 

(4) 補助事業が完了したときは、完了の日から起算して２０日を超えない日又

は補助金の交付決定を受けた年度の３月３１日のいずれか早い日までに実績報告

書を提出すること。 

(5) 補助金の条件に違反した場合は、補助金の交付決定を取り消し、既

に交付した補助金を返還すること。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、田原市中小企業者総合支援事業補助金交付要綱の

定めを遵守すること。 



２６ 

様式第４号(第１０条関係) 

 

田原市中小企業者総合支援事業補助金交付変更等申請書 

 

年  月  日 

田原市長       殿 

 

申請者 住所又は所在地 

氏名又は名称 

（代表者名）           

 

     年  月  日付け  田商第   号で補助金の交付決定を

受けた田原市中小企業者総合支援事業補助金交付申請の内容について変更等を

したいので、次のとおり届け出ます。 

 

事 業 名 

（ 店 舗 名 ） 

 

変 更 等 の 別 変更 ・ 中止 ・ 廃止 

変 更 等 年 月 日 年  月  日 

変 更 等 の 理 由 

 

変
更
の
場
合 

変更事項  

変 更 前 

 

変 更 後 

 

※交付申請書の添付書類で変更があるものは添付すること



２７ 

様式第５号（第１０条関係） 

  

田原市中小企業者総合支援事業補助金交付変更等決定通知書 

  

第   号 

年  月  日 

        様 

 

田原市長            

  

     年  月  日付けで届のあった交付申請の内容の変更等につ

いて、次のとおり通知します。 

 

事 業 名 

（ 店 舗 名 ） 

 

変 更 等 の 別 変更 ・ 中止 ・ 廃止 

変 更 等 年 月 日 年  月  日 

変 更 事 項 

（変更の場合） 

 

変更後交付決定額 円 

 



２８ 

様式第６号(第１１条関係) 

  

田原市中小企業者総合支援事業補助金実績報告書 

  

年  月  日 

田原市長      殿 

 

申請者 住所又は所在地 

氏名又は名称 

（代表者名）           

 

     年  月  日付け  田商第   号で補助金の交付決定を

受けた事業が完了しましたので、田原市中小企業者総合支援事業補助金交付要綱

第１１条の規定により、次のとおり実績を報告します。 

 

事 業 名 

（ 店 舗 名 ） 
 

交付決定額                 円 

補助対象経費 円 

 

添付書類 

(1) 事業実績書（様式第６号の２） 

(2) 成果品、写真等 

(3) 事業に要した経費を証する領収書の写し 

(4) 温泉利用許可書の写し（温泉設備整備支援事業の温泉利用許可が必要な施設の場

合）  

(5) その他市長が必要と認める書類 

 



２９ 

様式第６号の２（第１１条関係） 

 

事業実績書 

 

１ 事業実施の概要 

(1)  事業名（店舗名）  

(2)  事業実施期間     年  月  日から    年  月  日まで 

(3)  事業実施内容  

(4)  事業実施成果  

(5)  今後の見通し等 
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２ 経費明細表 

(1) 補助金確定申請額の根拠                           

(単位：円) 

補助金の種類 
補助事業に 
要した経費 
（税込） 

補助対象経費
(税抜き) 

補助率 交付確定申請額 

創業支援事業   １／２  

出店促進支援事業   １／２  

６次産業化等促進
支援事業   １／２  

事業承継支援事業   １／２  

温泉設備整備支援
事業   １／２  

通信環境整備支援
事業   １／２  

移動販売導入支援
事業   １／２  

専門人材受入支援
事業   １／２  

合計     

※交付確定申請額は千円未満を切り捨てて記入してください。 
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 (2) 経費配分内訳                             (単位：円) 

経費区分 内  容 計画額 精算額 
補助対象経費 

（税抜） 
経費内訳 

創業支援

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小計      

出店促進

支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小計      

６次産業

化等促進 

支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小計      

事業承継

支援事業 

     

小計      

温泉設備

整備支援

事業 

 

 

 

    

小計      

通信環境

整備支援

事業 

     

小計      

移動販売

導入支援

事業 

     

小計      

専門人材

受入支援

事業 

     

小計      
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様式第７号（第１２条関係） 

 

田原市中小企業者総合支援事業補助金確定通知書 

 

 第   号 

年  月  日 

        様 

 

田原市長            

 

  年  月  日付けで実績報告のあった田原市中小企業者総合支援事業補助金

の交付について、次のとおり確定します。 

 

補 助 金 額 円 

事 業 名 

（ 店 舗 名 ） 
 

交付の条件 
  年  月  日付けによる補助金交付決定通知書

に記載のとおり 

 

備考 

(1) 田原市中小企業者総合支援事業補助金交付要綱を遵守すること。 

(2) 田原市中小企業者総合支援事業補助金交付要綱の規定に違反した場合及び補助

金の使途が適正でない場合は、この決定を取り消すとともに、市長の求めに応じ、

交付した補助金の全部又は一部を返還すること。 

(3) この事業について、市長が必要な調査を行うときは、調査に協力すること。 
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様式第８号（第１３条関係） 

 

田原市中小企業者総合支援事業補助金 

請 求 書 

 

金 
百 拾 万 千 百 

 

拾 円 

 

ただし、   年  月  日付け  田商第   号で補助金の確定通知を受けた

下記事業のもの 

記 

 

補助事業区分 田原市中小企業者総合支援事業補助金 

 

振込先金融

機 関 

金融機関名 

銀行 

信用金庫        本店 

信用組合 

農協          支店 

預金の種類 

及 び 番 号 

普通 

     預金 口座番号 

当座 

口 座 名 
              

              

(注)口座名はカタカナで記入し、濁点、半濁点は１字として計算して下さい。 

上記金額を請求します。 

 

   年   月   日 

 

田原市長         殿 

 

申請者 住所又は所在地 

氏名又は名称 

（代表者名）            
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様式第９号（第１４条関係） 

 

田原市中小企業者総合支援事業補助金交付決定取消通知書 

 

 第   号 

年  月  日 

        様 

 

田原市長          印  

 

次のとおり 年 月 日付け 田商第 号で交付決定をした田原市中小企業者総合支

援事業補助金を取り消しましたので通知します。 

 

事 業 名 

（ 店 舗 名 ） 
 

交付決定額 円 

交付決定通知   年  月  日      第      号 

取消年月日   年  月  日 

取 消 内 容   

取 消 理 由  
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様式第１０号（第１５条関係） 

 

田原市中小企業者総合支援事業補助金取得財産処分承認申請書 

 

年  月  日 

 

田原市長      殿 

 

申請者 住所又は所在地 

氏名又は名称 

（代表者名）            

 

     年  月  日付け  田商第   号で補助金の交付決定を受けた事業に

より取得した財産を次のとおり処分したいので、申請します。 

 

記 

 

１ 処分する財産 

 

２ 処分の内容 

 

３ 処分の理由 
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様式第１１号（第１５条関係） 

 

田原市中小企業者総合支援事業補助金取得財産処分承認通知書 

 

                               第    号        

  年  月  日 

 

             様 

 

                        田原市長          

 

 

   年  月  日付で処分の承認申請のあった補助財産について、下記のとおり処

分することを承認したので通知します。 

 

記 

 

１ 処分する財産 

 

２ 処分の内容 

 

３ 処分の理由 

 

 


